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研究成果の概要：本研究は、現代中国（特に 1990 年代以降）の解雇法制について、裁判例の
分析・検討を通じて、「生きた」解雇規制の内容を明らかにすることを目的としている。また、

研究遂行過程の 2007 年に、中国では、新たな「中華人民共和国労働契約法」や「中華人民共
和国労働紛争調停仲裁法」が制定されたことから、これらの新法の内容も研究に取り込み、新

しい法制の動向を踏まえた解雇法制の内容と今後の展望を探求した。 
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１．研究開始当初の背景 
研究代表者は、これまで中国労働法に関し

て、歴史的展開と労働法および関連法規の内

容について研究を進めてきたが、今後はその

具体的運用状況について、より深い考察をく

わえていきたいと考えた。つまり、労働法は

紛争解決の規範であり、制定法が具体的紛争

の中でどのように適用されているかを、裁判

例の分析を通じて解明する必要がある。中国

でも、裁判例に対する関心が強まりつつあり、

また、詳細な労働契約法の制定が検討されて

いた時期であったため、紛争解決規範もより

詳細となり、分析も緻密になると考えられた。 
 
２．研究の目的 
 そこで、研究代表者は、本研究課題におい

て、個別労働契約紛争の中で、解雇（使用者

による労働契約の一方的解約）の問題に焦点

を絞って検討を進めることとした。解雇紛争

は、解雇の原因となった配置転換などの労働

条件変更問題や未払い賃金問題等とも関連

するため、結果として、関連問題の研究に波

及することとなるが、本研究課題において、

関連分野の研究も進めながら、中国における



解雇紛争解決のケースを分析し、解雇に関す

る法規範がどのように運用されているかに

ついての研究を目指した。また、当時進行中

であった労働契約法についても、当然本研究

の対象となるものとして、最新の中国労働法

の動向に対する考察も本研究の重要な目的

であった。 
 
３．研究の方法 
本研究は、解雇紛争に関する裁判例の分析

を通じて、解雇に関する法規範の具体的運用

状況を考察するものであり、そこで、中国で

刊行された裁判例集の収集を行い、解雇に関

する法規定の具体的適用についての資料と

した。そして、主に労働紛争に関する裁判例

を翻訳し（解雇以外の労働判例も解釈論を展

開する上で必要であり、できるだけ訳出す

る）、解雇に関する判例を中心に整理した。 
また、労働法に精通している学者や実務家

の弁護士から、解雇紛争処理の実態や実務上

の問題点などについて聞き取り調査を行い、

法律規定の具体的適用についての分析を通

じて、中国解雇法を解釈論的に考察し、解雇

紛争における解決規範とその解釈運用の現

状を明らかにすることとした。さらに、労働

契約法制の最新動向についても、審議プロセ

スなどを分析し、条文の趣旨などについても

検討した。 
同時に、その比較対象となる日本の労働法

をめぐる裁判例の動向についても、研究を深

めることとし、様々な裁判例について分析を

行い、研究成果を公表した。 
 

４．研究成果 

（1）変わる中国の労働法制 
中華人民共和国（以下、「中国」という）

では、1994 年 7 月に「中華人民共和国労動
法」（以下、「労働法」という）が制定され

て以来、10年以上にわたって、労働法制は沈
黙を保ってきた。その間、中国は、様々な問

題を抱えつつ、目覚ましい経済発展を遂げ、

また、北京オリンピックに向けて国際的注目

を浴びる中で、政府は、スローガンである「調

和社会」の一環として、労働者保護に力を入

れる姿勢を強調してきた。 
そして、2007 年 6 月の「中華人民共和国
労動合同法」（以下、「労働契約法」という）

の制定を皮切りに、同年 8月に「中華人民共
和国就業促進法」（以下、「就業促進法」と

いう）が、12月に「中華人民共和国労動争議
調解仲裁法」（以下、「労働調停仲裁法」と

いう）と「職工帯薪年休暇条例」（有給休暇

条例）が制定された。また、2008 年 9 月に

は、「中華人民共和国労動合同法実施条例」

（以下、「実施条例」という）が施行された。 
このように、「労働契約法」の制定から 1年
ちょっとの間に、中国では、重要な労働立法

が相次いだ。この 1年は、「中国労働法の 1
年」と呼ぶにふさわしい労働法発展の年であ

り、中国の労働法が大きく変容した年である。 
これらの新法は、安定的かつ調和的な労働

関係の構築および労働紛争の防止と解決を

主たる目的とし、労働者の権利・利益に対す

る保護（企業に対する雇用責任）を強化する

ものと評価されている。これに対して、中国

では、新法が施行される直前、駆け込み解雇

などが頻発した。新法のもとでは、雇用コス

トが上昇したり、解雇が難しくなったりする

との懸念が広がったからだ。また、奇しくも、

「中国労働法の 1年」の後、オリンピック景
気の後退と世界的な経済不況のあおりを受

けて、「世界の工場」でも、深刻な雇用不安

が広がるようになった。実際に、春節（旧暦

の正月）前後に、経営悪化・倒産に伴う解雇

や雇止め、派遣切りが横行し、労働紛争も増

加している。新法は、いま、その真価が問わ

れているのである。 
（2）労働法の意義と判例の分析 
 労働法は、労働者の権利を保護するための

法体系である。中国がいまでも社会主義国で

あることを前提にすれば、中国の労働法は、

労働者の国の労働者のための法といいうる。 
 また、労働法は、労使間のトラブルを適切

に解決するためのルールであり、国家の経済

活動を支える重要なインフラといえる。この

インフラが整備されなければ、労働をめぐる

リスクが高まり、特に、外資系企業などの経

営にとって、大きな影響を与えかねない。実

際に、中国の労働法の整備は、外資導入を契

機として発展してきた。 
 他方で、ルールが整備されれば、紛争が未

然に防止されるかというと、そう簡単ではな

い。もちろん、そうした効果があることも確

かだが、逆に、新たなルールには「解釈」・

「運用」の余地が残るため、必ず、そのルー

ルをめぐって紛争が生じる。逆説的ではある

が、紛争解決のためのルールが整備されれば

されるほど、それをめぐって紛争が増加する

こともあるのである。また、労働者の権利に

ついて、新たに定めることにより、労働者の

権利意識が高まり、従来紛争化していなかっ

たことが、紛争の火種になることもある。労

働契約法の制定は、その内容の啓蒙活動と相

まって、中国において、新たな紛争の増加を

もたらしている。 
 中国に進出している企業への聞き取り調



査の中で、よく耳にするのは、ルール（法）

がわかりにくいということである。その原因

は、概ね①日本ではあるはずの（当然の）ル

ールが存在しない、②ルールがあってもいか

ようにも解釈できる（そのため、担当者によ

ってルールの適用が異なる）、③ルールがあ

るが、それと異なる運用がなされている、④

突然、予告なくルールが変わるなどである。 
 ①については、徐々に様々なルールが整備

されてきた。②については、例えば、法律の

規定の仕方が、「～すべきである」とするも

のが少なくなく、明確な義務規定であるとか、

禁止規定になっていないケースがある。ある

いは、抽象的な規定になっているにもかかわ

らず、それを具体化する規範が存在しない場

合がある。例えば、労働契約法では、派遣対

象業務を「臨時的・補助的・代替的」業務に

限定しているが、その具体的な内容は「実施

条例」などでも定められていない。これを厳

格に適用すれば、中国の製造現場は成り立た

ないが、法律上は、制限されているのである。

③について、規制と実態が異なっている点は

しばしば指摘されるところであり、また、規

制はあっても、ほとんど取り締まられていな

い（野放しになっている）ことも多い。例え

ば、労働法では、時間外労働には１か月 36
時間という上限が定められている。これには

日本の三六協定のような例外がない。これを

超える時間外労働が禁止されているはずだ

が、実態はこれと大きく異なる。④について

は、法律が急に変わることは少ないが、具体

的なルールを定めた通知（通達）が、突如変

わることが多い。日系企業の担当者の多くが、

この点について頭を悩ませていた。 
 また、こうしたルールのあいまいさの原因

として、中国では、中央政府が定める法律の

他に、行政機関が定める規定などがあり、さ

らに、地方政府が地方性法規を定めて、具体

的な運用を行うことがある。さらには、通知

（通達）などの政策文書が、あたかも法律の

ような効果をもって、まかり通っている。他

方で、ルールの具体的運用機関である裁判所

の判断に対しても、不信感をもたれている。 
 こうしたことが積もり積もって、中国の法

制に対する不信感を募らせる結果となって

いる。また、実態を踏まえた法律の状況が、

十分には明らかにされていないことも問題

である。こうした事態は、日中間の相互理解

の障壁といえよう。 
 そこで、中国の判例を分析することは、こ

うしたあいまいな部分を明確にし、紛争解決

の予測可能性を幾分高めてくれる。特に、紛

争として、先鋭化しやすく、また、解決に関

する金銭的コストの高い解雇紛争は、企業に

とっても大きな悩みの種である。 
 以下では、解雇の類型ごとに具体的な解雇

規制とその実態についてみていく。 
（3）懲戒解雇 
 即時解雇（39条）は、①試用期間中に採用
条件を満たさないことが明らかになったと

き、②重大な就業規則違反があったとき、③

職務上の過失や私利を図った不正行為によ

り使用者に重大な損害をもたらした場合、④

刑事責任を追及された場合、⑤二重就職によ

り業務に重大な影響を与えたとき、⑥詐欺・

強迫の手段で労働契約を締結・変更させられ

たとして労働紛争仲裁委員会又は裁判所で

当該契約が無効と認定されたとき、の 6つの
解雇事由がある場合に認められる。このほか、

特別規定により、非全日制労働者（パートタ

イム労働者）については、使用者による即時

解約が認められており、経済的補償金の支払

いも義務付けられていない（「労働契約法」

71条）。 
⑤の二重就職について、中国では厳格に制

限されてきた。「労働契約法」91条でも、他
の使用者との間の労働契約を解除・終了して

いない労働者を採用し、他の使用者に損害を

与えた場合には、労働者とその労働者を採用

した使用者は連帯して責任を負うとされて

いる。ただし、69条 1項では、非全日制労働
者の場合には、先に締結した労働契約の履行

に影響を及ぼさない範囲で、2 つ目の労働契
約の締結が認められている。 
特に、重要なのは、②の事由による解雇で

ある。中国においても、就業規則は、最終的

に、使用者の一方的決定により制定すること

ができる。そして、就業規則の効力としては、

①実質的に、就業規則が最低基準としての効

力を有すること、②書面の労働契約に記載さ

れていない事項については、就業規則の定め

が裁判規範になりうることから、実質的に契

約内容を規律する効果を持ちうることがあ

げられる。したがって、書面の労働契約で定

められていない事項について、就業規則を通

じて決定・変更しうると解することもできる。 
そして、使用者は、何が「解雇事由」とし

ての就業規則違反になるのか、そして、解雇

を正当化しうる「重大な」違反とはどのよう

な違反かについて、就業規則を通じて定める

ことにより、解雇の根拠を得ることができる。

言い換えると、そのような就業規則の整備な

しには、労働者を解雇しにくくなったといえ

る（もちろん、39条所定のその他の解雇事由
があれば、解雇できる）。 
 したがって、今後、中国において、有期契



約に対する制限や労働者派遣に対する法規

制が明確化されたことから、雇用調整が「解

雇」という手段を通じて行われるようになる

だろ。解雇自体は、法所定の解雇事由がなけ

ればできないことになっており、使用者にお

いて、比較的柔軟に運用できるのは、「重大

な就業規則違反を理由とする解雇」であるこ

とから、このような解雇をやりやすくするた

め、詳細な就業規則が定められ、かつ、その

内容は、かなり厳格なもの就業規則規定を整

備することが考えられる。 
 実際に、バスの切符販売員がわずか 1.6元
（25円）の誤差を理由として懲戒の対象とさ
れた事案も存在する（河南省南陽市宛城区人

民法院 2003年 3月 9日）。同事件では、些
細な規則違反に対して、労働者に 5000元（7
万 5000 円）の罰金を会社に払うよう命じ、
これを拒否した労働者に対して退職の扱い

とした。そして、労働紛争仲裁では、このよ

うな規則の有効性を認め、会社の処分を有効

と判断し、これを不服として労働者が裁判に

訴えた本件において、労働者の請求を棄却し

ている。ただし、労働者の控訴を受けた中級

人民法院の判決では、規則内容の合理性に問

題があるとして、地裁に差し戻し、地裁では、

処分は無効と判断した（これを不服として、

使用者が控訴したが、棄却された）。 
 このように、就業規則で厳格な規定を置き、

それに基づき懲戒処分または解雇がなされ、

労働紛争仲裁委員会や裁判所は、就業規則規

定の合理性について、積極的に判断しないた

めに、場合によっては、労働者にとって非常

に苛酷な結果をもたらすこともある。 
（4）30日前の予告を要する解雇 
①業務外の傷病により治療期間を経ても

なお従前の業務または使用者が再配置した

別の業務にも従事できないとき、②労働者が

職務に不適格で、教育訓練や配置転換をして

も、職務を遂行できないとき、③労働契約締

結時に依拠した客観的情況に重大な変化が

生じ、労働契約を履行することができなくな

り、当事者が協議しても、労働契約内容の変

更について合意できないときには、使用者は、

30日前までに書面で予告するか、1か月分の
賃金を支払うことにより、解雇できる。「労

働法」では、30日前の予告のみが定められて
いたが、「労働契約法」では、解雇予告手当

の制度も採り入れられた。 
中国の解雇紛争において、使用者がしばし

ば用いられてきた根拠規定は、③客観的状況

の重大な変化を理由とする解雇である。例え

ば、事業譲渡や企業所有制の変更さらには企

業経営の悪化など、一定の経営にかかわる事

情が発生した場合に、この条文を用いて、労

働者を解雇し、裁判例においても、かかる解

雇の有効性を比較的認めている。 
（5）整理解雇 
 整理解雇については、①企業が破産法の規

定に基づき清算されるとき、②生産経営に重

大な困難が生じたとき、③企業が生産転換、

重大な技術革新又は経営方式の変更によっ

て、労働契約の変更をしても、人員削減をし

なければならないとき、④その他労働契約締

結時に依拠した客観的情況に重大な変化が

生じ、労働契約を履行することができなくな

ったときに、実施される解雇で、人数の要件

として、20人以上又は 20人未満ではあるが
企業の総従業員数の 10％以上の労働者を人
員削減する場合には、次のような手続が課さ

れている。つまり、使用者は、30日前までに
労働組合又は従業員全体に対して情況を説

明し、意見聴取を経た上で、人員削減の方法

を労働行政部門に報告しなければならない。 
 「労働法」27条と比較すると、整理解雇の
対象となる経営困難な事情が拡大された一

方で（「労働法」は①②を規定し、「労働契

約法」は③④を追加した）、人数の規模によ

る制限を設けている。つまり、「労働契約法」

40条 3号と重なる部分において、人数要件で
区分する方法をとった。言い換えると、経営

危機における解雇の規制という性格から、大

量解雇の規制へと変わったといいうる。 
 人選に関して、比較的長期間の期間の定め

のある労働契約を締結している労働者、期間

の定めのない労働契約を締結している労働

者、世帯に他に就業者がおらず、高齢者又は

未成年者の扶養をする必要がある者につい

ては、解雇しないようすべきとされている。 
 実際の裁判例をみてみよう。「労働契約法」

施行前の 2002年 7月 8日の山東省高等人民
法院の判決がある。同事件では、アメリカ資

本（60％）と中国資本（40％）の合弁企業で
あったが、その後、アメリカ資本の独資とな

り、このころに、大きな損失を計上し（資本

金の 30％に相当する額）、経営危機に陥った。
そして、労働組合と協議するなど、所定の手

続を経て、原告姜大海ら 124名に経済的補償
金を支払い、整理解雇した。判旨は、人員削

減の必要性を認め、法所定の手続を履行して

いることなどから、原告らの請求を棄却した。

この事件も、「労働契約法」施行後であれば、

人数要件を満たすことから、41条の規定に従
って判断されることになる。 
（6）解雇の制限 
法所定の解雇事由がある場合でも、①業務上

の傷病により労働能力の一部又は全部を失



ったと認められたとき、②業務外の傷病によ

り所定の治療期間にあるとき、③女性労働者

が産前・産後・育児休業期間にあるとき、④

法令に定めるその他の事由があるとき、⑤危

険を伴う作業に従事している者で離職前の

検診・診断を受診していない者又は職業病に

罹患している疑いで診断を受診している者、

⑥当該企業での勤続年数が 15 年を超え法定
の定年年齢まで 5 年未満の者については、
40・41 条の規定に基づき解雇してはならな
いとされている（42 条）。39 条所定の即時
解雇事由がある場合あるいは合意解約（36
条）には、この制限は及ばない。 
 使用者が、労働者を一方的に解雇する場合、

事前にその理由を労働組合に通知しなけれ

ばならない。「労働法」30条においても、使
用者が労働者を一方的に解雇した場合に、労

働組合は当該解雇が不適当と認めるときに

は、使用者に対して意見を述べる権利がある

と定められていた。両規定を比べると、「労

働契約法」は解雇前の関与が認められ、「労

働法」では事後的な関与にすぎないと解すれ

ば、労働組合の関与はより強化された。 
この規定の実質的な効果、すなわち、労働

組合への通知や労働組合の異議を無視した

場合の解雇の効力については明確ではない。

いくつかの裁判例では、こうした手続違反を

理由として、解雇の効力を否定している。 
（7）解雇・雇止めに伴う経済的補償 
 使用者側のイニシアティヴあるいは原因

により、労働契約を解約・終了する場合、経

済的補償の支払いが求められる（46条）。す
なわち、労働者が即時解約する場合（38条）、
使用者が合意解約を申し出て労働者が承諾

する場合（36 条）、30 日前の予告を要する
無過失性解雇（40条）、整理解雇（41条）、
使用者が破産宣告を受けたときを含め（44
条 4・5号）労働契約が終了した場合（44条
1 号）、法令に定めるその他の事由がある場
合には、経済的補償を支払わなければならな

い（46条 1項）。 
 ただし、労働契約の終了にあたって、使用

者が、労働条件水準を維持・改善する契約更

新の申込みをしたにもかかわらず、労働者が

これを拒否した場合には、労働者側のイニシ

アティヴによって労働契約が終了するとみ

ることができるため、使用者は、経済的補償

金を支払う必要はない。「労働法」において

は、労働契約の終了時には、経済的補償金に

支払いが義務付けられていなかったことか

らすると、使用者側のイニシアティヴによる

終了の場合にのみ、支払いを義務付けるとの

修正を図っている。 

 そして、経済的補償金の金額は、勤続年数

1年につき、1か月分の賃金相当額で、6か月
以上 1年未満の期間については 1年として算
定する。当該労働者が、同地域の平均賃金の

3 倍以上の賃金である場合には、経済的補償
の算定基礎は、同地域の平均賃金の 3倍相当
額とし、経済的補償の上限は、12か月分まで
に限定される（47条 2項）。義務付けられた
経済的補償を支払わなかった場合には、労働

行政部門より、50～100％増の経済的補償の
支払いが命じられる。 
（8）有期契約に対する制限 
 中国では、固定工制度における終身的身分

保障を打破するために労働契約制度が導入

された経緯があり、労働契約の期間を定める

ことが一般的である。したがって、大卒の正

社員として扱われる者でも、有期契約が当た

り前で、一般的に、1～3年程度の期間を定め
ることが多い（例外的に、既に勤続 10 年以
上経過した労働者が、期間の定めのない労働

契約の締結を希望する場合に、期間の定めの

ない労働契約を締結しなければならないと

されていた（「労働法」20条 2項））。また、
製造業やサービス業を中心として、1 年未満
の契約期間を定め、反復・更新するのが一般

的であった。「労働法」では、期間の長さや

更新回数に関する制限がなく、労働契約終了

（雇止め）に関する制約もなかったことから、

契約期間満了によって、労働契約は当然に終

了するものであり、雇用調整の重要な手段と

して、広く用いられてきた（経済的補償金の

支払いも必要なかった）。 
要するに、解雇をしなくても、比較的短期の

有期契約を締結することにより、期間満了時

に雇用調整をすることができたため、解雇に

関する規制の抜け穴として、機能したのであ

る。そのため、労働契約関係の短期化が問題

となっていた。 
 そこで、「労働契約法」14条 2項では、上
記の「労働法」の規定に加えて、期間の定め

のある労働契約を連続して 2回更新し、かつ、
「労働契約法」39 条、40 条 1 号・2 号に該
当しない場合に、労働契約を更新したときに

は、期間の定めのない労働契約を締結しなけ

ればならないとされている。この更新回数の

カウントは、本法が施行されてからの更新に

適用される（96条）。これにより、期間の定
めのない労働契約を拡大するだけでなく、1
回あたりの契約期間を比較的長い期間に設

定する効果もあろう。また、1 年を超えて書
面の労働契約を締結しない場合にも、期間の

定めのない労働契約が成立したものとみな

される（14条 3項）。このように、中国では、



更新回数への制約や書面化しない場合のみ

なし規定などを通じて、期間の定めのない労

働契約へのシフトを法政策として進めてい

る。解雇規制の大きな抜け穴にパッチが施さ

れたことになる。 
 もちろん、期間の定めのない労働契約であ

っても、従来の終身的な身分保障を意味する

ものではない。期間の定めの有無にかかわら

ず、法所定の解雇事由に該当する場合には、

労働関係を解消することができる。 
 しかし、これまで、有期契約の労働者を使

って、雇用の調整弁としてきた企業にとって、

「労働契約法」の新たな規制は、内容的に、

労働者の労働契約上の権利保護に重点を置

いていると評価されており、雇用コストを高

めると警戒されている。実際に、同法が施行

されると、有期契約や労働者派遣が制限され、

また、解雇規制も厳しくなり、経済的補償金

の支払いの範囲が広がるなど、企業の責任も

強化される恐れがあることから、2007 年末
に、有期契約の雇止めや派遣切り、労働者に

対する辞職の強要、就業規則の変更などが相

次いだ。また、契約期間が 10年を超えたり、
2 回更新したりすると、期間の定めのない労
働契約の締結が義務付けられることから、9
年数か月で契約を終了したり、2 回目の更新
をしなかったりと、結果として、労働者の保

護につながらない事態も生じている。 
（9）中国の解雇規制は厳格か？ 
 現行法制度の下においては、労働者に退職

の自由を広く認め、期間の定めのある場合で

も、30日前までの予告さえすれば、労働者は
辞職できる。その際、特別の教育訓練・秘密

保持・競業避止といった特殊な事情がない限

り、期間を守らなかったことに対する法的責

任は、原則として負わない。もちろん、期間

の定めのない場合にも、30日前までに予告を
すれば、辞職でき、労働者にとっては有利な

制度となっている。 
 他方で、使用者が、労働者を解雇するため

には、法所定の解雇事由がなければならない。

そこで、実際に、使用者がとりうる契約関係

の解消の方法は、期間満了による労働契約の

終了が最も容易な方法であった。少なくとも

「労働法」の下においては、非常に有効な雇

用調整の手段であった。しかし、「労働契約

法」の下においては、これが制約されている。 
 そこで、「労働契約法」の下においては、

既に述べたとおり、使用者としては、就業規

則を通じて、懲戒制度や職場規則を整備し、

労働者の非違行為に基づく解雇（「労働契約

法」39条）で対応することが予想される。こ
うした就業規則違反に対して、社会通念上相

当といえる解雇理由になるか、あるいは、解

雇という手段を用いることの社会的相当性

があるかといった点は、あまり判断されず、

形式的に、就業規則違反が判断され、その結

果、解雇の規定が適用されるケースもある。 
また、現在、中国においても、世界的な不況

の影響を受けており、そうした不況が「客観

的状況の重大な変化」（38条）として、解雇
の理由にもなりうると解される。少なくとも、

こうした景気変化を原因して、企業組織の変

動（事業譲渡や合併・分割など）の際に、「客

観的状況の重大な変化」を理由に解雇が行わ

れ、裁判所も、解雇の有効性を比較的認めて

いる。このようにみると、中国の解雇法制は、

厳格な規制があるともいいにくく、解雇紛争

も増加すると予想される。 
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